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１．滋賀県における特許出願・登録状況

平成 18年の滋賀県における出願件数は 831件で全

国第 24位（全国シェア 0.2％），対前年比では 97％

となっている。人口あたりの出願件数をみても全国第

21位と決して高くないが，発明者の住所別の全国シ

ェア（1990年～ 2003年）は 1.4％（地域科学技術・

イノベーション関連指標の体系化に関する調査研究

2005 年 3 月文部科学省　科学技術政策研究所）で，

県内総生産に占める第二次産業の構成比が 45％を超

え，企業の製造拠点が多く立地する滋賀県の実情を反

映した数値となっている。

また，特許登録件数は平成 13年までは毎年約 190

件程度で横ばいの状況が続いていたが，平成 17年に

は 250件，平成 18年には 299件と，200件台半ばか

ら後半を推移しており，この 5年で規模は拡大した。

２．滋賀県の知的財産にかかる支援施策の現状

滋賀県では，平成 9年度より滋賀県知的所有権セン

ターを開設し，特許電子図書館情報検索指導アドバイ

ザー（平成 11年度～ 15年度），特許情報活用支援ア

ドバイザー（平成 16年度～），および特許流通アドバ

イザー（平成 13年度～）を中心に，特許をはじめと

する産業財産権に関する普及啓発，情報提供，指導・

相談および技術移転の支援等に取り組んできた。また

平成 18年 4月には，知財支援のワンストップサービ

スを構築するため，滋賀県工業技術総合センターが認

定を受けていた滋賀県知的所有権センターを県内にお

ける産業財産権の普及啓発，発明の振興等で実績のあ

る（社）発明協会滋賀県支部に移管した。

（1）特許情報有効活用支援事業

平成 16年度より特許情報の専門家として，（財）日本

特許情報機構より特許情報活用支援アドバイザー（1

名）の派遣を受け，企業訪問や知的所有権センター来

訪者への IPDL検索指導，また講習会・相談会等を開

催しており，特許情報活用の重要性の普及啓発，検索

技術に関する指導・相談など，中小企業が特許情報を

有効に活用していくための支援を行っている。また

（財）滋賀県産業支援プラザと連携のもと，滋賀県地域

中小企業知的財産戦略支援事業を実施し，中小企業に

おける知的財産活用のための戦略策定の支援を行って

いる。特許情報活用支援アドバイザーの 3年間の活動

により，昨年度の来訪相談指導件数は 410件に達し，

着実に効果をあげてきているが，中小企業経営者の知

的財産に関する認識はまだまだ高いとはいえず，中小

企業の知財マインドの醸成が今後も課題である。あら

ゆる機会を活用して PRを行い，活動を拡充させてい

く必要がある。

（2）特許流通支援事業

平成 13年度より，（社）発明協会より特許流通アドバ

イザー（1名）の派遣を受け，特許活用セミナーの開

催や滋賀県技術シーズ集の発行，また個別案件に対す

る技術移転の支援を行っており，事業開始から 5年を

経過し，累計成約件数は 100件を突破した。本年度か

ら新たに特許流通アシスタントアドバイザーを設置

し，特許流通アドバイザーとともに地域に根ざした流

通支援のため活動をしている。今後は特許ライセンス

と技術指導や経営支援等との連携を強化し，技術移転

による事業化に重点を置き，より効果的な支援体制を

国等関係機関と連携して整備していく必要がある。

３．滋賀県知的財産戦略プランの策定と今後の知

財戦略

滋賀県では，県の産業振興の基本戦略として，「滋

賀県産業振興新指針」を策定し，滋賀県の知的集積，

いわば「智の利」を十分に活かして，中小企業の知的

財産権にかかる総合的な支援強化を図っていくことと

している。

また，平成 15年 3月に施行された知的財産基本法

で，知的財産の創造，保護および活用に関して，地方

公共団体は地域の特性を活かした自主的な施策を策
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定，実施する責務を有すると規定された。こうしたこ

とを踏まえ，平成 18年 3月滋賀県知的財産戦略プラ

ンを策定した。

本プランの基本方針は以下の 3点である。

①　県民誰もが尊重する知的財産文化の醸成

本県における産業や研究機関，行政のみならず，

県民すべてにおいて知的財産こそが自然環境と人の

生活を豊かにする原動力であると認識できる知的財

産文化の醸成をめざす。

②　知的財産の創造・保護・活用による創造型・自律

型産業構造の構築

中小企業をはじめとした本県の産業が知的財産を

持続的に創造するとともに積極的に活用するなかで

「滋賀県産業振興新指針」がめざす本県の創造型・

自律型産業構造を構築する。

③　産業支援機関間の連携強化

本県の智の利を生かすためには県内各機関が足並

みをそろえることが重要であるとの認識のもと創造

型・自律型産業の主役である本県に立地する企業ニ

ーズに立脚し，関係機関との連携強化のもと知的財

産管理支援を行う。

めざましいスピードで産業界全体のイノベーション

が進む中で，中小企業が厳しい企業間競争に打ち勝っ

ていくためには，知的財産を戦略的に取得し，それら

を活用して付加価値の高い製品，サービスを生み出す

ことが喫緊の課題となっていることは間違いない。滋

賀県では，滋賀県知的財産戦略プランの推進にあたっ

て，戦略プランの基本方針の一つである「産業支援機

関間の連携強化」のため，今後は知的財産権の創造・

保護・活用のすべてのフェーズで企業のニーズに対応

する本県唯一の知的財産権ワンストップサービス機関

として滋賀県知的所有権センターを中核にすえ，（財）

滋賀県産業支援プラザや県内大学等研究機関と情報連

携し，知的財産の有効活用による新技術の開発や事業

化の促進を図っていきたい。
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